
 貸 借 対 照 表  
（平成16年３月31日現在） 

 

（単位：千円） 

科    目 金  額 科    目 金  額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 1,245,590 流 動 負 債 3,543,669 

 現 金 ・ 預 金 616,225  短 期 借 入 金 2,780,000 

 売 掛 金 218,471  リ ー ス 債 務 313,875 

 仕 掛 品 253,953  未 払 金 137,937 

 前 払 費 用 48,366  割 賦 未 払 金 123,177 

 そ の 他 108,582  未 払 費 用 143,277 

 貸 倒 引 当 金 △   8  未 払 法 人 税 等 4,577 

固 定 資 産 13,784,995  未 払 消 費 税 等 1,304 

 有 形 固 定 資 産 13,134,055  繰 延 税 金 負 債 21,708 

 建 物 4,044,376  前 受 金 9,489 

 構 築 物 131,084  預 り 金 8,322 

 器 具 備 品 145,895 固 定 負 債 60,236 

 土 地 8,752,199  退 職 給 付 引 当 金 4,312 

 建 設 仮 勘 定 60,500  繰 延 税 金 負 債 23,349 

 無 形 固 定 資 産 9,899  預 り 保 証 金 32,574 

 電 話 加 入 権 3,980 負 債 合 計 3,603,906 

 水 道 施 設 利 用 権 3,644 （ 資 本 の 部 ）  

 ソ フ ト ウ ェ ア 2,275 資 本 金 7,700,000 

 投資その他の資産 641,040 資 本 剰 余 金 7,122,019 

 投 資 有 価 証 券 4,555  資 本 準 備 金 1,925,000 

 子 会 社 株 式 33,000  その他資本剰余金 5,197,019 

 保 証 金 173,839   資本準備金減少差益 5,197,019 

 長 期 前 払 費 用 273,764 利 益 剰 余 金 △2,581,302 

 保 険 積 立 金 111,417  任 意 積 立 金 181,568 

 会 員 権 39,300   プログラム準備金 181,568 

 そ の 他 5,164  当 期 未 処 理 損 失 2,762,871 

株式等評価差額金 △ 1,310 

自 己 株 式 △812,727    

資 本 合 計 11,426,679 

資 産 合 計 15,030,585 負 債 お よ び 資 本 合 計 15,030,585 

（注）１．子会社に対する金銭債務         未払金    4,500千円 
２．有形固定資産の減価償却累計額            542,689千円 
３．担保に供している資産 

土 地    3,577,280千円 
建 物    8,466,027千円 



４．貸借対照表に計上されている固定資産のほか、リース契約により使用している電子計算機の

周辺機器・ソフトウェアパッケージならびにその他事務用機器があります。 
５．貸借対照表に計上されているリース債務（313,875千円）は、当社所有物件を売却し、売却

先から当該物件を譲り受け、更に同一物件をおおむね同一の条件で第三者に売却したことに

よるものであり、当該取引に係る売上高および売上原価は相殺処理し、債務は貸借対照表に

計上されているものであります。 
上記の売却先からの買い戻し取引および第三者への売却取引は、延払売買契約の形態を採っ

ておりますが、いわゆるセール・アンド・リースバック取引と同様であることに鑑み、「リ

ース取引の会計処理及び開示に関する実務指針」（平成６年１月18日会計制度委員会）に準

じた処理を行っております。 
６．新株予約権の内容 

旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権 
（平成12年６月29日開催の定時株主総会の決議によるもの） 
新株引受権の目的となる株式の種類および数    普通株式  15株 
発行価額   9,249,869円 
新株引受権の行使期間    平成15年７月１日から平成22年６月28日まで 
 

（平成13年６月28日開催の定時株主総会の決議によるもの） 
新株引受権の目的となる株式の種類および数    普通株式  ４株 
発行価額   2,825,143円 
新株引受権の行使期間    平成16年７月１日から平成23年６月27日まで 

 



 損 益 計 算 書  
（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで） 

 

（単位：千円） 

科目 金額 

経 常 損 益 の 部   

営 業 損 益 の 部   

営 業 収 益   

売 上 高  1,452,585 

営 業 費 用   

売 上 原 価 1,322,933  

販管費および一般管理費 1,083,985 2,406,919 

営 業 損 失  954,333 

営 業 外 損 益 の 部   

営 業 外 収 益   

受取利息および配当金 1,581  

そ の 他 営 業 外 収 益 24,421 26,002 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 34,679  

そ の 他 営 業 外 費 用 18,679 53,358 

経 常 損 失  981,689 

特 別 損 益 の 部   

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,044  

投資有価証券売却益 12,348 13,393 

特 別 損 失   

棚 卸 資 産 評 価 損 1,120,451  

貸 倒 損 失 337,022  

固 定 資 産 売 却 損 98,093  

固 定 資 産 除 却 損 147,784  

投資有価証券売却損 6,074  

会 員 権 評 価 損 9,150  

子 会 社 株 式 評 価 損 67,000  

移 転 費 用 23,950 1,809,525 

税 引 前 当 期 純 損 失  2,777,822 

法人税、住民税および事業税 5,810  

法 人 税 等 調 整 額 △  20,761 △  14,951 

当 期 純 損 失  2,762,871 

当 期 未 処 理 損 失  2,762,871 

（注）１．子会社との取引    営業取引（業務委託料）    54,000千円 
２．１株当たり当期純損失                 278,014円 
 
 
 



重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 
    時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法に 

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。 
    時価のないもの  原価法（評価差額（為替換算差額）は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。 
 子会社株式    移動平均法による原価法によっております。 

２．棚卸資産の評価基準および評価方法 
      仕掛品  個別法による原価法によっております。 
３．固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 
      定率法によっております。但し、平成10年 4月 1日以降取得した建物(建物付属設備を 
除く)については、定額法によっております。 

② 無形固定資産 
      定額法によっております。自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能 
期間(５年)による定額法によっております。 

      ４．引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 
② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。 
５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
６．消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 
７．その他 

当年度から改正後の商法施行規則（最終改正 平成 16年３月30日 法務省令第 23号）

によって計算書類を作成しております。 


